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２ 一般会計 

（１）歳入（別表４，８参照） 

イ．概要 

平成２５年度一般会計の歳入決算額２３１億８８５万円は、前年度より４０億５，７１５万３千

円（２１．３％）増加しており、予算現額２４７億１，７６２万３千円に対する収入率は９３．５％

である。 

また、調定額２３６億１，３１６万円に対する収納率は９７．９％である。 

収入未済額は４億４，３８７万７千円で、前年度に比べて４，７９５万３千円（９．７％）の減

である。一般会計歳入決算額を自主財源と依存財源に区分し、前年度と比較すると次表のとおりで

ある。 

自主財源及び依存財源別決算状況 

区     分 平成 25 年度 構成比 平成 24 年度 構成比 
構成比 
増減 

自 

 

主 

 

財 

 

源 

 千円 ％ 千円 ％ ポイント 

市 税 6,742,464 29.2  6,588,162 34.6  △ 5.4 

分担金及び負担金 339,574 1.5  354,645 1.9  △ 0.4 

使用料及び手数料 437,600 1.9  438,264 2.3  △ 0.4 

財 産 収 入 84,670 0.4  9,050 0.0  0.4 

寄 附 金 60,339 0.3  40,294 0.2  0.1 

繰 入 金 401,989 1.7  37,493 0.2  1.5 

繰 越 金 194,107 0.8  565,307 3.0  △ 2.2 

諸 収 入 521,695 2.3  1,685,300 8.8  △ 6.5 

小 計 8,782,438 38.1  9,718,515 51.0  △ 12.9 

依 

 

存 

 

財 

 

源 

地方譲与税 171,558 0.7  180,441 1.0  △ 0.3 

利子割交付金 16,210 0.1  17,681 0.1  0.0 

配当割交付金 31,389 0.1  17,891 0.1  0.0 

株式等譲渡所得割交付金 50,033 0.2  4,050 0.0  0.2 

地方消費税交付金 456,482 2.0  460,406 2.4  △ 0.4 

ゴルフ場利用税交付金 79,696 0.3  81,015 0.4  △ 0.1 

自動車取得税交付金 66,572 0.3  65,093 0.3  0.0 

国有提供施設等所在市助成交付金 31,354 0.1  29,720 0.2  △ 0.1 

地方特例交付金 15,099 0.1  15,558 0.1   0.0 

地方交付税 4,058,484 17.6  4,282,259 22.5  △ 4.9 

交通安全対策特別交付金 6,649 0.0  7,077 0.0  0.0 

国庫支出金 3,126,080 13.5  1,340,437 7.1   6.4 

県 支 出 金 1,269,659 5.5  1,281,928 6.7  △ 1.2 

諸 収 入 209,447 0.9  118,026 0.6  0.3 

市 債 4,737,700 20.5  1,431,600 7.5  13.0 

小 計 14,326,412 61.9  9,333,182 49.0   12.9 

合 計 23,108,850 100.0  19,051,697 100.0 - 
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自主財源は８７億８，２４３万８千円（３８．１％）で、前年度に比較すると９億３，６０７万

７千円（９．６％）減少している。 

依存財源は１４３億２，６４１万２千円（６１．９％）で、前年度に比較すると４９億９，３２

３万円（５３．５％）増加している。また、自主財源の歳入決算額に占める割合は、前年度に比較

して１２．９ポイント減少している。 

歳入科目は２２款に区分されており、その内容は次のとおりである。 

ロ．市税 

市        税 

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率 収納率 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

6,622,700,000 7,171,957,405 6,742,464,209 57,839,319 371,653,877 101.8 94.0 

収入済額６７億４，２４６万４千円は歳入決算額の２９．２％で、前年度の３４．６％に比較し

て５．４ポイント減少している。 

また、前年度の市税収入済額６５億８，８１６万２千円と比較すると、当年度は１億５，４３０

万３千円（２．３％）増加している。これは主に、固定資産税が１億１，０３２万９千円（３．３％）

増加したことによるものである。 

市  税  収  入  状  況 

科  目 
平成２５年度 

収入済額 

平成２４年度 

収入済額 

対前年度 

増減額 比率 

 円 円 円 ％ 

市 民 税 2,653,612,806 2,645,556,504 8,056,302 100.3 

固定資産税 3,445,552,663 3,335,223,977 110,328,686 103.3 

軽自動車税 118,529,044 116,444,041 2,085,003 101.8 

市たばこ税 295,638,117 268,564,839 27,073,278 110.1 

都市計画税 229,131,579 222,372,260 6,759,319 103.0 

合  計 6,742,464,209 6,588,161,621 154,302,588 102.3 
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また、市税不納欠損額及び収入未済額の状況は次表のとおりである。 

市税不納欠損額及び収入未済額 

年度 調定額 収入済額 
不納欠損 

収入未済額 収納率 
金額 件数 

 円 円 円 件 円 ％ 

25 7,171,957,405 6,742,464,209 57,839,319 1,013 371,653,877 94.0 

 円 円 円 件 円 ％ 

24 7,023,661,372 6,588,161,621 16,784,438 555 418,715,313 93.8 

不納欠損額は５，７８３万９千円で、前年度に比較して４，１０５万５千円（２４４．６％）増

加している。 

不納欠損処分を実施した件数は１，０１３件（前年度５５５件）である。不納欠損処分理由は、

地方税法第１５条の７第４項の規定によるもの（滞納処分の執行の停止が３年間継続したことによ

る消滅）が４５件（２４人）、２７６万７千円（４．８％）、同法第１５条の７第５項の規定による

もの（即時消滅）が２６３件（１０７人）、２，４７７万１千円（４２．８％）、同法第１８条第１

項の規定によるもの（徴収権を５年間行使しないことによる時効による消滅）が７０５件（３２７

人）、３，０３０万２千円（５２．４％）である。 

なお、これらの対象者は、滞納処分をすることができる財産がない者、滞納処分をすることによ

って生活を著しく窮迫させるおそれがある者、所在及び財産がともに不明な者などである。一斉徴

収、国保短期保険証更新時の納税相談、夜間電話催告など、さまざまな徴収への取り組みをされて

いるところであるが、今後も引き続き適正な不納欠損処分と市税未収金の回収に努められたい。 

収入未済額は３億７，１６５万４千円で、前年度に比較すると４，７０６万１千円の減少となっ

ており、収入未済額の調定額に対する比率は５．２％で、前年度より０．８ポイント減少している。

その内訳は、固定資産税２億１，６８７万７千円（５８．４％）、市民税１億３，１６７万２千円

（３５．４％）、都市計画税１，３９０万６千円（３．７％）、軽自動車税９１９万９千円（２．５％）

である。 

 ハ．地方譲与税 

地 方 譲 与 税 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入済額の差 
収入率 収納率 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

168,000,000 171,558,000 171,558,000 0 3,558,000 102.1 100.0 

収入済額１億７，１５５万８千円は歳入決算額の０．７％で、前年度に比較すると８８８万３千

円（４．９％）の減少である。これは主に、地方揮発油譲与税が１２５万円（２．３％）減少し、

また、市町村の道路財源として自動車重量税の収入額の３分の１に相当する額が譲与される自動車

重量譲与税が７６３万３千円（６．０％）減少したためである。 
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 ニ．利子割交付金 

利 子 割 交 付 金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入済額の差 
収入率 収納率 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

16,000,000 16,210,000 16,210,000 0 210,000 101.3 100.0 

 収入済額１，６２１万円は歳入決算額の０．１％で、前年度に比較すると１４７万１千円（８．

３％）の減少である。 

 この収入は、県に納入された利子割額に１００分の９９を乗じて得た額の５分の３に相当する額

を、県内の市町に対し、市町に係る個人の県民税の額で按分して交付されたものである。 

 ホ．配当割交付金 

配 当 割 交 付 金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入済額の差 
収入率 収納率 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

20,000,000 31,389,000 31,389,000 0 11,389,000 156.9 100.0 

 収入済額３，１３８万９千円は歳入決算額の０．１％で、前年度に比較すると１，３４９万８千

円（７５．４％）の増加である。 

この収入は、県に納入された配当割額に１００分の９９を乗じて得た額の５分の３に相当する額

を、県内の市町に対し、市町に係る個人の県民税の額で按分して交付されたものである。 

ヘ．株式等譲渡所得割交付金 

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入済額の差 
収入率 収納率 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

21,000,000 50,033,000 50,033,000 0 29,033,000 238.3 100.0 

収入済額は５，００３万３千円で、前年度に比較すると４，５９８万３千円（１，１３５．４％）

の増加である。 

この収入は、県に納入された株式等譲渡所得割額に１００分の９９を乗じて得た額の５分の３に

相当する額を、県内の市町に対し、市町に係る個人の県民税の額で按分して交付されたものである。 

 ト．地方消費税交付金 

地 方 消 費 税 交 付 金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入済額の差 
収入率 収納率 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

459,000,000 456,482,000 456,482,000 0 △ 2,518,000 99.5 100.0 
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収入済額４億５，６４８万２千円は歳入決算額の２．０％で、前年度に比較すると３９２万４千

円（０．９％）の減少である。 

この収入は、県に納付された地方消費税額の２分の１に相当する額を、県内の市町の人口と従業

者数で按分して交付されたものである。 

 チ．ゴルフ場利用税交付金 

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入済額の差 
収入率 収納率 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

77,000,000 79,696,343 79,696,343 0 2,696,343 103.5 100.0 

 収入済額７，９６９万６千円は歳入決算額の０．３％で、前年度に比較すると１３１万９千円（１．

６％）の減少である。 

 この収入は、市内のゴルフ場を利用することにより、ゴルフ場利用税（県税）として納められた

額の１０分の７に相当する額が、県から交付されたものである。 

 リ．自動車取得税交付金 

自 動 車 取 得 税 交 付 金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入済額の差 
収入率 収納率 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

66,000,000 66,572,000 66,572,000 0 572,000 100.9 100.0 

 収入済額６，６５７万２千円は歳入決算額の０．３％で、前年度に比較すると１４７万９千円（２．

３％）の増加である。 

 この収入は、県に納付された自動車取得税額に１００分の９５を乗じて得た額の１０分の７に相

当する額を、県内の市町に対し、市町が管理する市町道の延長及び面積で按分して交付されたもの

である。 

ヌ．国有提供施設等所在市町村助成交付金 

国有提供施設等所在市町村助成交付金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入済額の差 
収入率 収納率 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

31,354,000 31,354,000 31,354,000 0 0 100.0 100.0 

 収入済額３，１３５万４千円は歳入決算額の０．１％で、前年度に比較すると１６３万４千円（５．

５％）増加している。 

 この収入は、国有提供施設等所在市町村助成交付金に関する法律に基づき、国が市町村に財政調

整とその補償の目的をもって交付するもので、市町村助成交付金の総額の１０分の７に相当する額

については、対象資産の価格で按分され、１０分の３に相当する額については、市町村の財政状況
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等を考慮して、配分される。 

 ル．地方特例交付金 

地 方 特 例 交 付 金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入済額の差 
収入率 収納率 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

15,099,000 15,099,000 15,099,000 0 0 100.0 100.0 

 収入済額１，５０９万９千円は歳入決算額の０．１％で、前年度に比較すると４５万９千円（３．

０％）の減少である。 

 この収入は、住宅借入金等特別税額控除による個人市民税の減収額を補てんする措置として交付

されたものである。 

 ヲ．地方交付税 

地 方 交 付 税 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入済額の差 
収入率 収納率 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

4,039,223,000 4,058,484,000 4,058,484,000 0 19,261,000 100.5 100.0 

 収入済額４０億５，８４８万４千円は歳入決算額の１７．６％で、前年度に比較すると２億２，

３７７万５千円（５．２％）の減少である。 

 この収入は、所得税、法人税、酒税、消費税及びたばこ税の収入見込額の一定割合の額で、地方

公共団体が等しくその行うべき事務を遂行することができるよう、一定の基準により国から交付さ

れたものである。 

 当年度は、普通交付税３５億２２万３千円及び特別交付税５億５，８２５万３千円が交付された。

普通交付税は、前年度に比べ２億１，９０１万７千円（５．９％）の減少であり、特別交付税は、

前年度に比べ４７６万２千円（０．８％）の減少である。 

 ワ．交通安全対策特別交付金 

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入済額の差 
収入率 収納率 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

7,000,000 6,649,000 6,649,000 0 △ 351,000 95.0 100.0 

 収入済額６６４万９千円は、前年度に比較すると４２万８千円（６．０％）の減少である。 

 この収入は、道路交通法に定める反則金を原資として、特定の道路交通安全施設の設置及び管理

に要する費用に充てるため、国から交付されたものである。 
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カ．分担金及び負担金 

分 担 金 及 び 負 担 金 

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額と 

収入済額の差 
収入率 収納率 

円 円 円 円 円 円 ％ ％ 

327,706,000 347,868,777 339,573,867 707,000 7,587,910 11,867,867 103.6 97.6 

 収入済額３億３，９５７万４千円は歳入決算額の１．５％で、前年度に比較すると１，５０７万

１千円（４．２％）の減少である。これは、主に児童福祉費負担金、災害復旧費分担金における農

業費分担金が減少となったためである。 

 収入済額のうち主なものは、児童福祉費負担金２億３，０５０万円、農林水産業費分担金におけ

る農業費分担金５，３６９万９千円である。 

 収入未済額は７５８万８千円で、前年度に比較すると３６万７千円（４．６％）の減少となって

いる。その内訳は、児童福祉費負担金で５１３万３千円（６７．７％）、農業費負担金で２４５万

４千円（３２．３％）である。 

 収入未済額のうち、児童福祉費負担金の内容は主に公立、私立保育所保護者負担金、農業費負担

金の内容は国営加古川西部土地改良事業負担金である。 

 また、不納欠損額７０万７千円は、私立保育所保護者負担金である。 

ヨ．使用料及び手数料 

使 用 料 及 び 手 数 料 

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額と 

収入済額の差 
収入率 収納率 

円 円 円 円 円 円 ％ ％ 

430,534,000 484,066,128 437,599,938 459,350 46,006,840 7,065,938 101.6 90.4 

 収入済額４億３，７６０万円は歳入決算額の１．９％で、前年度に比較すると６６万４千円（０．

２％）の減少である。 

 使用料は２億１，６６１万２千円で、前年度に比較し１，０６９万円（５．２％）の増加となっ

ており、手数料は２億２，０９８万８千円で、前年度に比較し１，１３５万４千円（４．９％）の

減少となっている。 

 使用料の収入済額のうち主なものは、住宅使用料８，３９２万６千円、道路橋梁使用料３，３７

０万９千円、清掃使用料３，３５５万６千円、幼稚園使用料２，６８５万９千円、保健衛生使用料

１，３６６万６千円で、手数料の収入済額のうち主なものは、清掃手数料１億９，３８１万５千円、

戸籍住民基本台帳手数料２，１３９万円、徴税手数料３１７万円、保健衛生手数料２０６万１千円

である。 

 収入未済額は４，６００万７千円で、前年度に比較すると１００万１千円（２．２％）の増加と

なっている。その主な内訳は、住宅使用料４，２０２万円（９１．３％）、清掃手数料３７１万７
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千円（８．１％）である。前年度に比べて、住宅使用料が増加したのに対し、清掃手数料は減少し

ている。 

住宅使用料について、現在、納付指導、督促、催告とともに長期、高額滞納者に対しては、明渡

請求の実施基準を定めた要綱に基づき対処しているところであるが、今後も未収金の回収に努めら

れたい。 

 タ．国庫支出金 

国 庫 支 出 金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入済額の差 
収入率 収納率 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

3,416,926,000 3,126,080,298 3,126,080,298 0 △ 290,845,702 91.5 100.0 

 収入済額３１億２，６０８万円は歳入決算額の１３．５％で、前年度に比較すると１７億８，５

６４万３千円（１３３．２％）の増加である。 

 これは主に、中学校費補助金、小学校費補助金が増加したためである。 

 収入済額の主なものは、中学校費補助金９億３，８３０万円、児童福祉費負担金６億４，９０３

万３千円、小学校費補助金５億４，４５９万２千円である。 

 レ．県支出金 

県  支  出  金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入済額の差 
収入率 収納率 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

1,495,753,000 1,269,659,363 1,269,659,363 0 △ 226,093,637 84.9 100.0 

 収入済額１２億６，９６５万９千円は歳入決算額の５．５％で、前年度に比較すると１，２２６

万９千円（１．０％）の減少である。 

 これは主に、農林水産業施設災害復旧費補助金が減少したためである。 

 収入済額の主なものは、社会福祉費負担金３億４，４８２万８千円、農業費補助金３億３，４１

２万８千円、児童福祉費負担金１億６，７７０万５千円、社会福祉費補助金１億２，２０３万２千

円である。 

 ソ．財産収入 

財  産  収  入 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入済額の差 
収入率 収納率 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

78,783,000 84,670,198 84,670,198 0 5,887,198 107.5 100.0 

 収入済額８，４６７万円は歳入決算額の０．４％で、前年度に比較すると７，５６２万円（８３

５．６％）の増加である。 
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 これは主に、旧下里小学校跡地等の土地売払収入が増加したためである。 

 収入済額のうち主なものは、土地売払収入７，４５０万７千円、土地建物貸付収入４３０万３千

円である。 

 ツ．寄附金 

寄    附    金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入済額の差 
収入率 収納率 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

60,044,000 60,338,438 60,338,438 0 294,438 100.5 100.0 

 収入済額６，０３３万８千円は歳入決算額の０．３％で、前年度に比較すると２，００４万４千

円（４９．７％）の増加である。 

 これは主に、総務管理費寄附金、ふるさと応援基金寄附金が増加したためである。 

 収入済額のうち主なものは、ふるさと応援基金寄附金３，４７７万５千円、総務管理費寄附金１，

５００万円、消防費寄附金９８６万８千円である。 

 ネ．繰入金 

繰    入    金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入済額の差 
収入率 収納率 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

706,390,000 401,988,726 401,988,726 0 △ 304,401,274 56.9 100.0 

 収入済額４億１９８万９千円は歳入決算額の１．７％で、前年度に比較すると３億６，４４９万

６千円（９７２．２％）の増加である。 

 これは主に、土地開発公社の解散に伴う土地開発基金繰入金の増加によるものである。 

 収入済額のうち主なものは、土地開発基金繰入金３億５，８８０万７千円、ふるさと応援基金繰

入金２，８２２万円である。 

 ナ．繰越金 

繰    越    金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入済額の差 
収入率 収納率 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

194,108,000 194,107,322 194,107,322 0 △ 678 100.0 100.0 

 収入済額１億９，４１０万７千円は歳入決算額の０．８％で、前年度に比較すると３億７，１２

０万円（６５．７％）の減少である。 

 これは、平成２４年度一般会計決算の歳入歳出差引額を平成２５年度会計予算に繰り越したもの

である。 
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 ラ．諸収入 

諸   収   入 

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率 収納率 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

705,003,000 751,196,825 731,141,554 1,426,925 18,628,346 103.7 97.3 

収入済額７億３，１１４万２千円は歳入決算額の３．２％で、前年度に比較すると１０億７，２

１８万４千円（５９．５％）の減少である。 

 これは主に、土地開発公社の解散に伴い、土地開発公社貸付金元利収入が減少したためである。 

 収入済額のうち主なものは、貸付金元利収入３億５，０４１万４千円、雑入３億１，７５５万７

千円である。 

 不納欠損額１４２万７千円は、住宅改修資金等貸付元利収入である。 

 収入未済額１，８６２万８千円は、主に住宅改修資金等貸付元利収入で、毎年少しずつ減少して

きているが、今後も回収に努められたい。 

 ム．市債 

市      債 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入済額の差 
収入率 収納率 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

5,760,000,000 4,737,700,000 4,737,700,000 0 △ 1,022,300,000 82.3 100.0 

収入済額４７億３，７７０万円は歳入決算額の２０．５％で、前年度に比較すると３３億６１０

万円（２３０．９％）の増加である。 

 これは主に、土地開発公社の解散に伴う第三セクター等改革推進債、中学校債、小学校債、保健

体育債、清掃債が増加したためである。 

 収入済額のうち主なものは、第三セクター等改革推進債１５億８，９００万円、臨時財政対策債

９億７，５８０万円、中学校債７億９，３９０万円、小学校債７億２，３５０万円である。 


